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（要旨） 

 

本稿は、個人を対象とした独自の調査に基づき、サービス消費に関するいくつかの新しい

観察事実を提示するものである。具体的には、サービス需要の構造変化、サービスの質の変

化、サービスの業態間及び異時点間での代替、市場サービスと家計内サービス生産との代替

について検討する。分析結果によれば、多くのサービスについて消費者は質が向上している

と評価しており、サービス産業の生産性上昇率が過小評価されている可能性を示唆してい

る。平均的にはサービスの異時点間の代替の弾力性は比較的大きいと見られ、価格設定行動

を通じた需要平準化の可能性を示唆している。市場サービスの家計内サービス生産との代

替関係はかなり強いが、個人特性による違いも大きい。 
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市場サービスの質・価格と家計内サービス生産 

 

 

１．序論 

 

日本を含めて多くの国でサービス経済化が進展しており、サービス・セクターの生産性が、

経済全体のパフォーマンスを規定するようになっている。こうした中、製造業に比べて大幅

に遅れてきたサービス分野を対象としたミクロデータでの実証研究も、サービス企業・事業

所を対象とした統計の整備とあいまって、徐々に増えてきている。 

しかし、サービスの生産は、生産と消費の同時性、質の評価の困難性（情報の非対称性）、

家計内・企業内サービス生産との代替可能性といったモノの生産とは異なる特徴がある（森

川, 2016）。このため、製造業におけるモノの生産とは違って、企業・事業所側のデータから

の分析では解明できない点も多い。 

第一に、多くのサービスでは生産と消費が同時に行われるため、サービス需要の時間的な

変動が稼働率や計測される生産性に大きく影響する。このため、繁忙期・閑散期の間、ある

いは時間帯による柔軟な価格設定を通じた稼働率の向上が重要な役割を果たす（森川, 2014, 

2016）。しかし、価格設定戦略の有効性は、需要側（消費者）が価格差に対してどの程度感

応的かに強く依存する。この点は、電力、運輸業等の規制産業では、ピークロード・プライ

シングの有効性の観点から、多くの研究が行われてきたが、一般のサービスを対象とした研

究は少ない。 

第二に、生産と消費の同時性とも関連するが、サービスの生産においては利用者の労働

（時間）の投入が不可欠である。例えば、小売業では消費者の買い物時間・セルフサービス

等の労働投入が存在する。このため、流通業の生産関数においては消費者の労働供給を明示

的に考慮すべきだという指摘がある（Oi, 1992）。サービスが供給される時期・時間帯に応じ

て時間使用の配分を合わせることも、ユーザーにとっては一種の労働投入である。学校教育

では、良質な教師が熱心に指導しても、学生自身の勉学努力が成果を大きく規定する。医療・

介護サービスでも、患者や被介護者の健康回復のための自助努力が重要な役割を果たす。し

かし、生産性の計量的な計測に際して、消費者の労働投入が明示的にインプットとして扱わ

れることは滅多にない。1 

第三に、サービスの生産性の計測においてサービスの質の評価が大きな課題となってい

るが、サービスの質の正確な計測は難しい。推計上はデフレーター（物価指数）の精度の問

題ということになるが、その改善には技術的な制約が大きい。このため、国を問わずサービ

スの価格上昇は過大評価、サービス産業の生産性上昇は過小評価となる傾向がある。特に、

サービスの質は、ユーザー（消費者）の主観的な評価が重要な役割を果たす（中島, 2008）

                                                  
1 Basker et al. (2015)は、米国のガソリンスタンドにおけるセルフサービス方式の拡大によって、

ガソリンスタンド側の労働投入量が減少したことを明らかにしている。 
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ため、純粋の価格上昇と品質向上とを識別することが難しい。 

第四に、サービスは、家計内サービスや企業内サービスとの代替可能性が高い。家計内サ

ービス生産は、GDP 統計には含まれていないが経済的には非常に大きく、これを含めると

GDP は 30～50％程度大きくなると推計されている（e.g., Ahmad and Koh, 2011; Bridgman et 

al., 2015）。そして、家計内サービスの低い生産性が、サービスの市場化の大きな要因になっ

てきたとの指摘もある（Bridgman, 2016）。時系列的に見ると、家事・育児をはじめ家計内サ

ービス生産への労働投入時間は大きく減少してきている一方、クロスセクションで見ると、

高齢になるほど家計内サービス生産が多くなる（Aguiar and Hurst, 2016）。女性就労の拡大、

市場労働から引退した高齢者の増大など、日本経済の今後を考える上で、サービスの市場と

家計内生産の間での代替関係を明らかにすることは重要な研究課題である。2 

これらサービスの固有の諸特性は、企業・事業所というサービス生産側からのアプローチ

では十分に解明することはできない。そこで、本稿では、個人に対するオリジナルなサーベ

イを行い、その結果に基づいて、サービス消費をめぐる構造変化、サービスの質・価格と店

舗間・異時点間の代替、家計内サービス生産との代替可能性について、新たな観察事実を提

示する。 

分析結果によれば、多くのサービスについて消費者は質が向上していると評価しており、

サービス産業の生産性上昇率が過小評価されている可能性を示唆している。平均的にはサ

ービスの異時点間の代替の弾力性は比較的大きいと見られ、価格設定戦略を通じて需要平

準化を図る余地が大きいことを示唆している。市場サービスの家計内サービス生産との代

替関係はかなり強いが、個々人による違いも大きい。 

本稿の構成は次の通りである。第２節では、本稿で使用する対個人サーベイの概要を解説

する。第３節では、サービス消費をめぐる構造変化に関して、サービス消費性向、サービス

の質の変化についての主観的評価、シェアリング・サービスへの見方について報告する。第

４節では、価格による店舗間・異時点間の代替に関して、セルフサービス及び閑散期・繁忙

期の消費者から見た適切な価格差についての結果を提示する。第５節では、市場サービスと

家計内サービスの間の代替に関して、保育・介護の市場／家計の選択についての意識、消費

税率引き上げが市場から家計内サービス生産への代替をどの程度もたらすかについての分

析結果を示す。最後に第５節で結論を要約するとともに今後の課題を述べる。 

 

 

２．データ 

 

本稿で用いるデータは、筆者が調査票の設計を行い、経済産業研究所が楽天リサーチ（株）

                                                  
2 さらに言えば、消費税は法人税や労働所得税に比べて資源配分への歪曲性が小さい税目だが、

家計内サービス生産には課税できないため、今後、消費税率が大幅に上昇した場合、市場サービ

スから家計内サービスへの代替が起きる可能性も存在する。 
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に委託して 2016 年 11 月に実施した「経済の構造変化・経済政策と生活・消費に関するイン

ターネット調査」である。調査対象は、同社の登録モニター約 230 万人から、全国の都道府

県別・性別・年齢階層別に「国勢調査」（総務省）の分布に合わせて抽出した 20 歳代から 60

歳代以上の男女１万人のサンプルである。サンプルの構成は表１に示す通りであり、年齢、

世帯年収等幅広く分布している。 

分析に使用する調査事項は、所得が増加した時の主な使途（モノ、サービス、貯蓄）、小

売店・飲食店・宿泊施設等のサービスの質の変化についての主観的評価、シェアリング・サ

ービスについての見方、セルフサービスに期待する価格ディスカウントの大きさ、繁忙期・

閑散期の価格差に対する異時点間の代替の弾力性、市場サービス価格と家計内サービス生

産の間の代替可能性の程度に関する設問である。設問の具体的な文言は次節以降で順次述

べる。 

単純な集計のほか、個人間での異質性を分析するため、個人特性（性別、年齢、世帯年収

等）に関する情報を併用し、個人特性とのクロス集計、各種個人特性を説明変数とするシン

プルな回帰分析（プロビット、OLS 等）を適宜行う。 

 

 

３．サービス消費の構造変化 

 

３－１ 所得増加時の使途 

サービス経済化をもたらす基本的なメカニズムの一つが、モノに比べて相対的に所得弾

力性が高いことである（森川, 2016）。この点に関して、調査では、所得が増加した時の主な

使途について多肢選択式の質問を行った。具体的な設問は、「今後、あなたの賃金や世帯所

得が増加した場合、主にどのように使いたいと思いますか」という文言である。選択肢は、

「電気製品・自動車・衣服などモノの購入額を増やしたい」、「旅行・外食・娯楽などサービ

ス支出額を増やしたい」、「貯金を増やしたい」、「わからない」の４つである。 

「わからない」という回答（全回答数の 11.4％）を除いた上で、所得が増加した場合の主

な使途を見ると、貯金（56.5％）、サービス（33.4％）、モノ（10.2％）という順序である（表

２）。貯蓄志向が強いこと、消費の中ではサービス消費への志向が相対的に強いことがわか

る。3 

個人特性との関係をクロス集計すると、女性は男性よりも貯蓄志向が強いが、サービス消

費志向には差がなく、モノ消費志向が弱い。年齢階層別には、年齢が高くなるほど貯蓄志向

が減少し、サービス消費志向が増加する。世帯年収との関係では、モノ志向は違わないが、

年収が高くなるほど貯蓄志向が減少、サービス消費志向が増加する傾向があり、特に 60 歳

                                                  
3 この質問は、恒久的に賃金や世帯所得が恒久的に増加した場合を想定して行ったものだが、恒

常所得ではなく一時的な所得増加と理解した回答が含まれていて、その結果として貯金という

回答が比較的多い可能性はある。 
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代以上で顕著である。世帯年収別には、高所得層で貯蓄志向が減少、その分サービス消費志

向が強まる。サービスの所得弾力性が高いことを示唆する結果である。高齢になるほど貯蓄

志向が弱まることは、消費・貯蓄のライフサイクル仮説と整合的である。 

３つの選択肢を被説明変数として Multinomial Probit 推計を行った結果が表３である。貯

蓄志向という選択を比較対照基準として、モノ消費、サービス消費を各種個人特性で説明す

る推計である。その結果によれば、世帯年収が 800 万円を超えるあたりからサービス消費志

向が 1％水準で有意な正値となり、係数は所得水準が高くなるほど大きくなる。一方、モノ

消費は世帯年収 1,500 万円以上でようやく有意な正値になるが、係数はサービス消費の係数

に比べて小さい。年齢の効果はモノ消費では有意ではないのに対してサービス消費では明

瞭である。 

消費のライフサイクル仮説、サービス消費の所得弾性値の高さという理論的予想と整合

的な結果である。今後、日本の高齢化がさらに進行する中で、モノに対する需要が伸び悩む

一方、サービス需要が増加していく可能性が高いことを示唆している。 

 

３－２ 十年前と比べたサービスの質の変化 

サービスの質はモノに比べて計測が困難なため、質の向上が過小評価されている可能性

が高いことはしばしば指摘されている（Nordhaus, 1998; Baily and Zitzewitz, 2001; 森川, 2014）。

生産性を計測する際のアウトプットは数量だけでなく質も含まれるため、質の向上が過小

評価ということは、生産性上昇率も過小評価となることを意味する。 

産業を細分化して全要素生産性（TFP）上昇率を比較すると、長期にわたって TFP の変化

率がマイナスという業種が少なからず存在し、サービス産業の中にそうした業種が多い。長

期的に TFP 上昇率がマイナス、すなわち技術退歩が生じているということは考えにくいの

で、この場合、統計の制約により質の向上が過小評価されている可能性が高い。こうしたケ

ースでは、TFP 変化率をゼロと見做すべきという提案もある（Corrado and Slifman, 1999; 

Harper et al., 2010）。日本の産業別生産性（JIP）データベースでそうした補正を行ってみた

ところ、サービス産業全体の TFP 上昇率は製造業全体と遜色がなくなるという結果だった

（森川, 2014）。 

個別のサービス分野では、必ずしも TFP の推計を目的としているわけではないが、アウ

トプットの質の変化を直接に計測する試みも行われている。医療サービスの分野では、古く

から治療成果（治癒率、生存率等）という指標を用いて生産性の変化を測る試みが行われて

きた（最近の例として Eggleston et al., 2011）。教育の分野では、近年、生徒の成績の向上を

アウトプット指標とした「付加価値アプローチ」による研究が盛んに行われている（サーベ

イ論文として Hanushek and Rivkin, 2012; Jackson et al., 2014）。4 小売業に関しては、Sunada 

(2010)が日本のデータに基づいて質の変化を推計した優れた研究例である。小売サービスに

おける質の改善を無視すると、生産性上昇率が下方バイアスを持つことを実証的に示して

                                                  
4 日本での研究例として、Akabayashi and Nakamura (2014)。 
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いる。 

ただし、こうしたアプローチが可能なサービス分野は限られている。そこで、本稿では、

①小売店、②飲食店、③ホテル・旅館、④交通機関、⑤金融（銀行・保険など）、⑥学校教

育、⑦医療、⑧行政サービスの８つの分野を対象に、消費者に対して直接に主観的なサービ

ス質の向上について尋ねた。5  具体的な設問は、「十年前と比べて以下に挙げるサービスの

質はどうなったと感じますか」というシンプルなもので、選択肢は、「向上した」、「変わら

ない」、「低下した」からの三者択一である。6 

各サービスについて回答の構成比を計算した結果が表４である。交通機関、ホテル・旅館、

飲食店、医療などで質が向上したという回答が多い。一方、学校教育、行政サービス、金融

は低下したという回答が向上という回答を上回っている。 

性別、年齢階層別に集計した結果が表５である。総じて言えば、男女差は比較的小さいが、

年齢階層別には年齢が高くなるほどサービスの質が向上したと評価する人が少なくなる

（質が低下したと評価する人が多くなる）傾向がある。また、世帯所得が多いほど向上した

と認識する人が多くなる傾向がある。 

「向上」＝3、「変わらない」＝2、「低下」＝1 として、個人特性で説明する順序プロビッ

ト推計を行った結果が表６である。この推計では、年齢、世帯年収（対数）を連続変数とし

て扱っている。7 推計結果によれば、年齢、世帯年収の係数は全てのサービスについて 1％

水準で統計的に有意で、年齢の係数は負値、世帯年収の係数は正値である。これらの係数の

解釈は推測の域を出ないが、年齢の係数が負なのは、インターネット予約など近年の IT 化

によるサービスの質の変化が、比較的若い世代の利便性を高めているからかも知れない。世

帯年収の係数が正値であることの解釈は難しいが、近年のサービスの多様化により、高所得

層は選択的に質の高いサービスを享受できるようになっていることが一つの理由として考

えられる。 

サービス産業の「都市型産業」という性格に鑑み、地域による違いを見た結果が表７であ

る。具体的には、上記推計で用いた性別、年齢、世帯年収という個人特性のほか、地域ダミ

ー（①三大都市圏、②東京都・愛知県・大阪府、③東京都、の３種類のダミーを選択的に使

用）を追加して推計を行った。表には地域ダミーの係数のみを表示しているが、性別、年齢

等の係数に大きな違いは生じない。小売店、飲食店、ホテル・旅館、学校教育では地域差が

見られないが、交通機関、金融、医療、行政サービスについては、いくつかの推計で大都市

                                                  
5 「JIP2015」データベース（RIETI）でこれら業種の最近 10 年間の TFP 変化率（2002-2012 年、

年率）を見ると、小売業+0.8％、飲食店+0.2％、旅館業+2.0％、運輸業+0.4％、金融業▲1.7％、

教育▲0.8％、医療▲0.6％となっている（複数のセクターにまたがる場合は単純平均値）。 
6 各サービス価格の変化については尋ねておらず、価格との比較で向上したか低下したか（コス

ト・パフォーマンスの変化）を示すものではない。ただし、各回答者が実際に利用しているサー

ビスのグレード変化（高級なサービスへの切り替え等）が含まれている可能性は排除できない。 
7 年齢は 10 歳刻みの幅だけでなく実年齢のデータが存在する。世帯年収は、14 区分の選択肢の

中央値を対数変換して用いている（100 万円未満は 50 万円、2,000 万円以上は 2,250 万円として

処理）。 
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圏ダミーが有意な正値となった。特に交通機関で顕著であり、金融、行政サービスを含めて

大都市圏でサービスの質が向上し、それ以外の地域では向上していない又は悪化するとい

う形で、サービスの質の変化の地域間格差が生じている可能性を示唆している。ただし、こ

こではサービスの質の絶対水準を比較しているわけではないので、例えば、ラッシュアワー

時の通勤・通学事情が相対的に劣悪だった大都市部で、それが緩和されているという解釈も

ありうる。 

 

３－３ シェアリング・サービス 

海外では民泊、ライドシェアといったシェアリング・サービスが急成長しており、遅れば

せながら日本でもそうした動きが見られる。シェアリング・サービスは、高いマッチング技

術を通じて資本ストックの有効利用をもたらすと考えられ、したがって生産性にプラス寄

与する可能性が高い。8 

しかし、これが日本でも本格的に成長するかどうかは、これらサービスに対する消費者の

受容性に依存する。そこで、民泊とライドシェアを対象に潜在的なニーズを把握するための

質問を行った。民泊についての具体的な設問は、「民泊についてどう思いますか」で、選択

肢は、「宿泊者にとっての選択肢が増えるので望ましい」、「住宅の安全性が損なわれたり、

ホテルや旅館の営業に影響を及ぼしたりするおそれがあるため望ましくない」、「どちらと

も言えない／わからない」である。ライドシェアについては、「ライドシェアについてどう

思いますか」という設問、選択肢は「利用者にとっての選択肢が増え、便利になるので普及

が望ましい」、「安全性に疑問があり、また、タクシーなど公共交通機関の営業に影響を及ぼ

すおそれがあるため望ましくない」、「どちらとも言えない／わからない」である。 

集計結果は表８に示す通りである。民泊については「望ましい」26％、「望ましくない」

32％、ライドシェアは「望ましい」17％、「望ましくない」19％で、いずれも否定的な回答

が少し多いものの賛否相半ばしている。 

「望ましい」＝3、「どちらとも言えない／わからない」＝2、「望ましくない」＝1 を被説

明変数とした順序プロビット推計により、個人特性との関係を見たのが表９である。性別、

年齢、世帯年収（対数）のほか、民泊については持家、ライドシェアについては自動車の所

有を含めた推計も行っている。推計結果によれば、年齢が高いほどネガティブな傾向があり、

特に民泊について有意水準が高いが、係数の絶対値は小さい。持家ダミーの係数は負だが有

意ではなく、他方、自動車所有の係数は 5％水準で有意な負値である。自家用車を所有して

いる人は、タクシーを利用することが少ないのに対して、所有していない人はライドシェア

への潜在的なニーズが高いためだと考えられる。 

                                                  
8 例えば、Cramer and Krueger (2016)は、Uber を対象とした分析で、スマートフォンを活用した

ドライバーと乗客のマッチング技術の効率性の高さ、価格メカニズムを活かしたピーク／オフ

ピークの労働供給の調整等により、一般のタクシーに比べてずっと高い稼働率になっているこ

とを明らかにしている。 
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最後に、「あなたは、自動車のドライバーとしてライドシェア・サービスを提供すること

に関心がありますか」という質問を行った。選択肢は「ある」、「ない」の２つである。ライ

ドシェア・サービスを提供することに関心がある人は 12.6％、関心がない人は 87.4％という

結果で、ドライバーとしての関心はさほど高くない。個人特性との関係についてプロビット

推計を行った結果が表１０である。被説明変数は「関心がある」＝1 で、数字は限界効果で

ある。女性ダミー、年齢の係数は有意な負値であり、自動車保有の有無をコントロールして

も同様である。やや意外だが、世帯年収の係数は 1％水準で有意な正値で、所得水準が高い

ほど積極的である。ただし、年齢、世帯年収１標準偏差の効果は、年齢で▲2.5％、世帯年収

で 1.5％であり、いずれも量的には大きくない。9 

 

 

４．サービスの価格差と店舗間・異時点間の代替 

 

４－１ セルフ方式と価格差 

第１節で述べた通り、サービスは生産と消費の同時性という特徴があり、しばしば消費者

の労働投入が必要になる。この点について、セルフサービスに求める価格差を、①飲食店、

②小売店、③ガソリンスタンドを対象に調査した。具体的な設問は、「飲食店、小売店、ガ

ソリンスタンドなど、店員がサービスを行ってくれる店舗とセルフ方式の店舗とがありま

す。他の条件が同じだとした場合、セルフ方式は何％程度安い価格設定が適当だと思います

か」というもので、数字（％）での回答を求めている。逆に言えば、消費者がフルサービス

に対して支払っても良いと考える価格差（willingness to pay: WTP）ということになる。 

回答を集計した結果は表１１である。平均値は、飲食店 15.0％、小売店 13.3％、ガソリン

スタンド 14.3％で、中央値は全て 10％である。小売サービスの質に対して、消費者はある

程度の価格差を支払う意思があることが確認される。ちなみに、「全国物価統計調査」（総務

省, 2007 年）の小売業態別価格の公表データから計算すると、一般小売店に比べてスーパー

の価格は平均▲10.3％低く、小売店については本調査における WTP と同程度である。ただ

し、同調査のガソリン価格を見ると、セルフ式給油所はスタッフ給油所に比べて▲2.7％低

い水準にとどまっており、本調査における数字に比べて小さい。10 

表には男女別、年齢階層別のクロス集計結果も記しているが、性別・年齢による違いは小

さい。セルフ方式に求める価格差（％）を個人特性で説明する OLS 推計の結果は表１２の

通りである。性別、年齢、世帯年収（対数）のほか、個々人の時間制約のタイトさを代理す

る変数という意味で、就労時間、家事労働時間、通勤時間を説明変数に加えている。11 女性

                                                  
9 年齢は平均 49.3 歳、標準偏差 14.7 歳、世帯年収（対数）は平均 6.14、標準偏差 0.79 である。 
10 調査対象 279 品目（ブランド）の平均値。なお、「全国物価統計調査」は 2007 年調査を最後に

廃止され、一部が「小売物価統計調査」に統合された。この結果、広範囲の個別商品を対象に業

態間の価格差を見ることは難しくなった。 
11 家事労働時間は、この調査で尋ねた「家事（料理、掃除、洗濯など）」、「買い物」、「育児」、「介
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の係数は飲食店、ガソリンスタンドについて 5％水準で有意な正値だが、女性は 0.6％～0.7％

大きい価格差を求めるという程度であり、量的には小さい。世帯年収は、小売店、ガソリン

スタンドについて有意な負値であり、これは予想とは異なる結果である。所得水準が高いほ

どフルサービスに対する WTP が高いと考えられるからである。世帯年収が多い人ほどサー

ビスの違いによる価格差を気にしないということかもしれない。ただし、量的なマグニチュ

ードは大きくない。就労時間の係数は有意ではなく、家事労働時間も飲食店のみマージナル

な正値であるに過ぎない。しかし、通勤時間の係数は全て 1％水準又は 5％水準で有意な正

値であり、通勤時間の長い（時間制約が厳しい）人の方が大きい価格差が適当だと考える

（WTP が大きい）傾向がある。ただし、定量的にはごく小さな差である。12 いずれにせよ、

観測可能な個人特性で説明できる部分は小さく、同じカテゴリーの中でも個人間の異質性

が大きい。 

 

４－２ 閑散期・繁忙期の価格差による代替 

第１節で述べた通り、稼働率が経営成果にとって大きな役割を果たすサービス産業にと

って、柔軟な価格設定を通じた需要平準化が、効率性を高める上で潜在的に重要な手法であ

る。しかし、価格設定戦略の有効性は、消費者の価格差に対する感応度に依存する。この点

に関して、①飲食店、②ホテル・旅館、③航空運輸の３つのサービスを対象に、繁忙期・時

間帯と閑散期・時間帯との間で利用する時期・時間をスイッチさせるのに十分な価格差を調

査した。 

具体的な設問は、「飲食店、ホテル・旅館、航空運賃など、繁忙期・時間帯と閑散期・時

間帯とがあり、異なる料金を設定している場合も少なくありません。あなたが、混雑する時

期や時間帯にこれらサービスを利用しようとしている時、何％程度の料金差があれば利用

する時期や時間帯を変えたいと考えますか（逆に言えば、何％程度の価格差までならば混雑

する時期・時間帯に利用しますか）」というものである。選択式ではなく、数字（％）での

回答を求めている。 

集計結果は、表１３に示す通りである。全サンプルでの平均値は、飲食店 14.2％、ホテル・

旅館 17.6％、航空運輸 18.6％であり、中央値はいずれも 10％である。生産と消費が同時と

いう性格を持つサービスにおいて、自分にとって好都合な時間帯に利用することへの WTP

が存在することを意味している。分布を見ると、標準偏差は 13～16％と比較的大きく、表

には示していないが、90 パーセンタイル値は飲食店 30％、ホテル・旅館 40％、航空運輸

50％とかなり大きい（WTP が高い）。つまり、一部のユーザーは価格に対して非感応的で、

価格差があっても利用する時間を変更する余地が乏しい。 

                                                  
護・看護」の１日平均時間の合計である。通勤時間は１日当たりで往復の時間、就労時間は残業

時間を含む週労働時間である（非就労者はゼロとして処理している）。 
12 就労時間（週当たり）、家事労働時間（１日当たり）、通勤時間（同）の標準偏差は、それぞれ

21.1 時間、3.1 時間、0.7 時間である。 
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例えば、多忙な人、所得の高い人は、特定の時期・時間帯の利用に対する WTP に高いこ

とが予想される。そこで、WTP を被説明変数、各種個人特性、時間制約の指標を説明変数

とした OLS 推計の結果が表１４である。性別、年齢、世帯年収による違いは小さいが、通

勤時間だけは３つのサービスすべてで有意な正値である。通勤時間の長い（時間制約が厳し

い）人は、比較的大きな価格差がないと利用時間を変更しない傾向がある。一方、就労時間、

家事労働時間の係数はすべて正値だが、ほとんどは統計的に有意ではない。13 

 

 

５．家計内サービス生産と市場サービスの代替関係 

 

５－１ 保育・介護の家計内／市場の選択 

保育・介護という伝統的に家計内サービス生産という形で行われる傾向が強かったサー

ビスについて、まず、市場（家計外）サービスの利用と家計内サービスとの間での選好につ

いて一般的に尋ねた。具体的な設問は、「保育・介護などでは様々な外部のサービスの利用

が可能になっていますが、あなたは、家族が育児や介護を行うのと外部サービスを利用する

のとどちらが良いと思いますか」という文言である。選択肢は、「子供や被介護者のことを

良く知っている家族が行うのが適当である」、「専門の技能を持った職員がいる外部のサー

ビスを利用するのが望ましい」、「どちらとも言えない」の３つである。 

集計結果は表１５である。全サンプルで見ると、家計内サービス志向 15.0％、外部サービ

ス志向 36.6％で、家計内志向の方がかなり少ない（48.4％は「どちらとも言えない」を選択）。

男女とも外部サービス志向が多いが、家計内志向は男性 17.5％、女性 12.5％で、女性は家計

内サービス志向がやや弱い。どの年齢階層でも外部志向の方が多いが、特に 50 歳代及び 60

歳代以上で外部サービス志向が強い。 

性別、年齢、世帯年収（対数）を説明変数として順序プロビット推計を行った結果が表１

６である。被説明変数は外部サービス＝3、どちらとも言えない＝2、家族が適当＝1 であり、

推計された係数が大きいほど外部（市場）サービス志向であることを意味する。女性ダミー、

年齢、世帯年収の係数はいずれも有意な正値で、女性、高齢層、所得が高い人ほど外部サー

ビスへの志向が強い傾向がある。高所得者は機会費用が高いと考えられるため、予想通りの

結果と言える。 

 

５－２ 消費税による市場サービスと家計内サービスの代替 

次に、家計内サービスと市場サービスの間の代替について、市場サービスの価格との関係

を尋ねた結果を報告する。工業製品をはじめとするモノの生産は市場サービス価格が上昇

したからといって、簡単に家計内生産に切り替えることはできない。これに対して、対個人

                                                  
13 週当たりの就労日数、休日の通常の曜日を追加的な説明変数とした推計も行ってみたが、３

つのサービスいずれに対しても、統計的に有意ではなかった。 
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サービスの中にはもともと家計内で行われていたものが外部化されたものが少なくない。

こうしたサービスでは、市場で提供されるサービスの価格が高くなれば、再び家計内へと内

部化される可能性がある。 

消費税は、法人税や所得税に比べて経済活動への歪曲性が小さく、経済成長と親和的な税

目とされているが、市場サービスには課税されるが家計内サービス生産には課税されない

という非対称性があるため、消費税率の引き上げは市場から家計内への代替をもたらす可

能性がある。そして、消費税は需給関係で決まるものではないので、外生的な価格変化と考

えることができる。 

こうした点に鑑み、「将来、仮に消費税率が 30％になったとした場合（あるいは一般に外

部のサービス価格が 30％上昇した場合）、以下のサービスへの支出額のうちどの程度（％）

を自家サービス生産に切り替えようと思いますか」という質問を行った。数字（％）での回

答という形式である。対象としたサービスは、①外食、②クリーニング、③理容・美容、④

保育の４つである。 

集計結果は表１７であり、全サンプルの平均値は、外食 56.2％、クリーニング 55.8％、理

容・美容 28.5％、保育 26.2％である。また、中央値は外食 50％、クリーニング 60％、理容・

美容 10％、保育 0％である。すなわち、外食、クリーニングの２つと理美容、保育の間で大

きな違いがあり、サービスの種類によって家計内生産との代替可能性に大きな違いがある

ことがわかる。 

消費税率が現在の 8％から 30％になるということは、サービス価格が約 20％（1.30÷1.08

＝1.204）高くなることを意味する。これに基づいて、集計結果を市場サービス需要の価格

弾性値に換算すると、外食、クリーニングは約▲2.7 というかなり大きな数字であり、理容・

美容及び保育は約▲1.3～▲1.4 である。14 

ただし、標準偏差はかなり大きく、個人による異質性が大きいことを示唆している。そこ

で個人特性と市場／家計内の代替性の関係について OLS 推計を行った。前節の推計（表１

２、表１４）と同様、性別、年齢、世帯年収（対数）のほか、就労時間、家事労働時間、通

勤時間を説明変数としている。推計結果は表１８である、女性は家計内生産に代替する割合

が 4～8％程度高い。保育を除いて年齢が高いほど家計内に代替する傾向が強まる（＝弾性

値が大きい）が、係数の大きさは小さい。 

全てのサービスについて、世帯年収の係数は高い有意水準の正値であり、年収が高いほど

価格弾力性が低い傾向がある。逆に言えば、所得水準が低い人ほど消費税率が引き上がった

場合に家計内サービス生産に代替して実質的な消費水準を維持しようとする傾向が強い。

就労時間の係数は正値で、理容・美容、保育では統計的に有意であり、予想される結果とは

逆である。他方、通勤時間の係数は負で、クリーニング、理容・美容については統計的に有

意である。通勤時間の長い（忙しい）人は、価格が上昇しても家計内に代替せず市場サービ

スを利用する傾向があるというのは、予想される結果である。 

                                                  
14 この計算では、価格上昇に伴う所得効果は考慮していない。 
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ただし、ここでの分析は、あくまでも個人の主観的な意図に基づくものであり、実際に価

格が上昇した場合に意図と異なる行動となる可能性は排除できない。また、価格変化時の短

期的な弾性値と長期的な弾性値の間には違いがありうることにも注意が必要である。15 

 

 

６．結論 

 

本稿は、サービス消費をめぐる構造変化、サービスの質・価格と店舗間・異時点間の代替、

市場サービスと家計内サービスの代替について、1 万人に対するオリジナルなサーベイの結

果に基づいて、新しい観察事実を提示するものである。 

分析結果の要点は以下の通りである。 

①サービスの所得弾性値はモノに比べて高く、所得水準の上昇はサービス消費の拡大に

つながる可能性が高い。人口高齢化も、消費のサービス化を拡大する要因になると見ら

れる。 

②運輸、飲食・宿泊、医療等多くのサービスの質が近年向上していると評価している消費

者が多い。これらサービスの生産性上昇率が過小評価されている可能性を示唆してい

る。ただし、学校教育、行政サービス、金融サービスは質が低下しているという評価の

方が多い。 

③最近海外で成長しているシェアリング・サービスに対する賛否は相半ばしている。 

④セルフサービスの適当な価格ディスカウントは 10％～15％というのが平均的な見方で

ある。 

⑤繁忙期・閑散期の間での需要時間代替のために必要な価格差は 10％～15％程度であり、

平均的には異時点間の代替の弾力性は比較的大きいと推察される。したがって、価格設

定戦略の工夫によって需要平準化を図る余地は大きいことが示唆される。ただし、個人

差が大きく、時間の機会費用が大きい一部の消費者は、価格差に対して非感応的である。 

⑥飲食サービスやクリーニングは家計内生産との代替可能性がかなり高い。他方、保育サ

ービスや理美容サービスは代替可能性が比較的小さい。女性や高齢者は家計内生産と

の代替性が高く、高所得層は代替性が低いなど、個人特性による違いが大きい。 

本稿の分析は、あくまでも個人の主観的な意図を尋ねたものであり、サービスの生産・消

費についての理解を深めるための一つのエビデンスに過ぎない。サービス経済化が今後も

進行すると予想される中、データ収集を含めて研究の深化が必要である。 

 

  

                                                  
15  家計消費行動において、短期と長期の弾性値に違いがあることは、ガソリン価格上昇に伴う

消費量の変化（e.g., Brons et al., 2008）、電力価格上昇による節電効果（e.g., Alberini et al., 2011; 
Okajima and Okajima, 2013）等においてしばしば指摘されている。 
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表１ サンプルの構成 

 

 

 

  

構成比
男性 49.3%
女性 50.7%
20代 13.2%
30代 16.6%
40代 19.6%
50代 16.4%
60代以上 34.1%
100万円未満 5.5%
100～199万円 5.5%
200～299万円 10.1%
300～399万円 14.3%
400～499万円 13.7%
500～599万円 11.1%
600～699万円 9.2%
700～799万円 7.7%
800～899万円 5.5%
900～999万円 5.1%
1,000～1,249万円 5.8%
1,250～1,499万円 2.7%
1,500～1,999万円 2.1%
2,000万円以上 1.8%
就労 65.8%
非就労 34.2%
持家 71.7%
借家・その他 28.3%
自分自身で車を持っている 56.1%
同居家族が持っている 22.8%
持っていない 21.1%

就労状態

住居

自動車の所有

個人特性

性別

年齢階層

世帯年収
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表２ 所得増加時の主な使途 

 

（注）「わからない」という回答（1,142 人）を除く 8,858 人のサンプルにより計算。 

 

  

モノ サービス 貯金
10.2% 33.4% 56.5%

男性 13.7% 33.6% 52.7%
女性 6.8% 33.1% 60.1%
20代 12.8% 25.3% 61.9%
30代 11.4% 21.3% 67.4%
40代 12.3% 22.7% 65.1%
50代 10.1% 28.8% 61.1%
60代以上 7.2% 52.0% 40.9%
100万円未満 11.6% 27.2% 61.2%
100～199万円 12.3% 33.3% 54.3%
200～299万円 9.3% 33.1% 57.6%
300～399万円 10.4% 34.7% 54.9%
400～499万円 9.7% 34.2% 56.2%
500～599万円 9.5% 29.0% 61.4%
600～699万円 10.5% 29.5% 60.0%
700～799万円 9.9% 30.7% 59.4%
800～899万円 11.1% 34.1% 54.8%
900～999万円 8.3% 34.2% 57.5%
1,000～1,249万円 10.2% 39.9% 49.9%
1,250～1,499万円 10.2% 40.4% 49.4%
1,500～1,999万円 11.1% 43.7% 45.3%
2,000万円以上 11.3% 44.0% 44.7%

性別

年齢階層

世帯年収階級

全サンプル
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表３ 個人特性と所得増加時の主な使途 

 

（注）multinomial probit 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有

意水準。比較の基準となる選択肢は、「貯金を増やしたい」。個人特性の参照基準は、男性、

40 歳代、世帯年収 500～599 万円。 

 

  

女性 -0.5640 *** -0.1365 ***

0.0513 0.0403
20代 0.0708 0.1481 **

0.0839 0.0725
30代 -0.0886 -0.0671  

0.0794 0.0689
50代 -0.0775 0.1945 ***

0.0819 0.0681
60代以上 0.0861 1.1298 ***

0.0734 0.0583
100万円未満 0.1508  -0.1497  

0.1359 0.1133
100～199万円 0.3083 ** -0.0168  

0.1306 0.1077
200～299万円 0.0495  -0.0380  

0.1126 0.0888
300～399万円 0.1552  0.0758  

0.1017 0.0812
400～499万円 0.0751  0.1646 **

0.1026 0.0812
600～699万円 0.0668  0.0701  

0.1112 0.0899
700～799万円 0.0422  0.1070  

0.1176 0.0938
800～899万円 0.1867  0.3120 ***

0.1288 0.1039
900～999万円 -0.0835  0.1944 ***

0.1384 0.1053
1,000～1,249万円 0.1853  0.4995 ***

0.1289 0.1009
1,250～1,499万円 0.1926  0.4652 ***

0.1703 0.1323
1,500～1,999万円 0.3584 * 0.6241 ***

0.1861 0.1466
2,000万円以上 0.3715 * 0.5858 ***

0.2054 0.1612
定数項 -1.0738 *** -0.8044 ***

0.0998 0.0830

(1) モノ消費 (2) サービス消費
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表４ 10 年前と比べたサービスの質の変化 

 

 

 

表５ サービスの質の変化（「向上」－「低下」） 

 

 

 

表６ サービスの質の変化 

 

（注）Ordered probit 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は、1％, 5％, 10％の有意

水準。 

  

向上 不変 低下 向上－低下
小売店 25.1% 54.1% 20.8% 4.3%
飲食店 32.5% 51.2% 16.3% 16.2%
ホテル・旅館 35.8% 49.9% 14.3% 21.5%
交通機関 40.8% 47.7% 11.5% 29.2%
金融 20.8% 53.5% 25.7% -4.9%
学校教育 11.2% 55.6% 33.3% -22.1%
医療 31.4% 52.9% 15.7% 15.7%
行政サービス 17.1% 58.8% 24.1% -7.0%

男性 女性 20代 30代 40代 50代 60代以上
(1) 小売店 4.3% 7.2% 1.5% 23.9% 16.1% 0.8% 2.3% -6.0%
(2) 飲食店 16.2% 16.3% 16.2% 32.3% 22.7% 11.8% 13.1% 10.9%
(3) ホテル・旅館 21.5% 21.7% 21.3% 31.7% 26.0% 18.0% 18.3% 18.8%
(4) 交通機関 29.2% 28.4% 30.0% 37.6% 33.0% 24.0% 27.2% 28.2%
(5) 金融（銀行・保険等） -4.9% -0.7% -8.9% 12.1% 4.0% -9.0% -7.9% -11.9%
(6) 学校教育 -22.1% -21.1% -23.0% -9.4% -14.8% -25.5% -25.9% -26.7%
(7) 医療 15.7% 14.9% 16.5% 30.4% 22.7% 8.4% 8.8% 14.1%
(8) 行政 -7.0% -7.9% -6.2% -0.6% -0.6% -10.9% -8.6% -9.7%

(2) 性別 (3) 年齢階層別
(1) 総計

女性 -0.0800 *** 0.0154  0.0106  0.0478 **

0.0225 0.0225 0.0226 0.0228
年齢 -0.0116 *** -0.0076 *** -0.0047 *** -0.0028 ***

0.0008 0.0008 0.0008 0.0008
世帯年収（対数） 0.0987 *** 0.0962 *** 0.1178 *** 0.1503 ***

0.0143 0.0142 0.0143 0.0144

(6) 学校
教育

女性 -0.1218 *** -0.0227  0.0417 * 0.0463 **

0.0225 0.0228 0.0226 0.0227
年齢 -0.0085 *** -0.0068 *** -0.0053 *** -0.0037 ***

0.0008 0.0008 0.0008 0.0008
世帯年収（対数） 0.0906 *** 0.0807 *** 0.1034 *** 0.1206 ***

0.0142 0.0145 0.0143 0.0144

(8) 行政サービ
ス

(1) 小売店 (2) 飲食店
(3) ホテル・旅
館

(4) 交通機関

(5) 金融（銀行・
保険等）

(7) 医療
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表７ サービスの質の変化（地域差） 

 

（注）Ordered probit 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は、1％, 5％, 10％の有意

水準。性別、年齢、世帯年収に追加して地域ダミー（①三大都市圏、②東京都・愛知県・大

阪府、③東京都を選択的に使用）を用いた場合の地域ダミーの係数。 

 

 

表８ シェアリング・サービスについての見方 

 

 

 

  

三大都市圏 -0.0285 -0.0047 -0.0190 0.1369 ***

0.0226 0.0226 0.0227 0.0229

東京・愛知・大阪 -0.0015 0.0392 0.0241 0.1418 ***

0.0264 0.0264 0.0265 0.0269

東京都 0.0071 0.0056 0.0336 0.1905 ***

0.0361 0.0361 0.0363 0.0371

(6) 学校
教育

三大都市圏 0.0264 -0.0168 -0.0064 0.0311

0.0225 0.0229 0.0226 0.0227

東京・愛知・大阪 0.0619 ** 0.0120 0.0540 ** 0.0796 ***

0.0263 0.0267 0.0265 0.0266

東京都 0.1068 *** 0.0596 0.0150 0.0627 *

0.0360 0.0365 0.0361 0.0363

(1) 小売店 (2) 飲食店
(3) ホテル・旅
館

(4) 交通機関

(5) 金融（銀行・
保険等）

(7) 医療
(8) 行政サービ
ス

民泊 ライドシェア
望ましい 26.4% 16.7%
どちらともいえない 41.2% 64.8%
望ましくない 32.4% 18.6%
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表９ シェアリング・サービスについての見方 

 

（注）Ordered probit 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有意

水準。 

 

 

表１０ ライドシェア・サービス提供への関心（プロビット推計） 

 

（注）Ordered probit 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有意

水準。 

 

 

表１１ セルフ方式に求める価格差（％） 

 

女性 -0.0296  -0.0296  0.0290  0.0266  

0.0224 0.0224 0.0230 0.0245
年齢 -0.0035 *** -0.0033 *** -0.0015 ** -0.0013 *

0.0008 0.0008 0.0008 0.0008
世帯年収（対数） -0.0247 * -0.0230  0.0047  0.0133  

0.0141 0.0144 0.0146 0.0149
持家 -0.0166  

0.0268
自動車所有（自身） -0.0771 **

0.0305
自動車所有（家族） -0.0831 **

0.0357

(1) (2) (3) (4)

民泊 ライドシェア

女性 -0.0574 *** -0.0526 ***

0.0066 0.0070
年齢 -0.0016 *** -0.0017 ***

0.0002 0.0002
世帯年収（対数） 0.0221 *** 0.0194 ***

0.0043 0.0044
自動車所有（自身） 0.0318 ***

0.0088
自動車所有（家族） 0.0190 *

0.0112

(1) (2)

平均値 SD 中央値 平均値 SD 中央値 平均値 SD 中央値
男女計 15.0 12.8 10.0 13.3 12.6 10.0 14.3 13.9 10.0
男性 14.9 12.9 10.0 13.3 12.8 10.0 14.0 14.0 10.0
女性 15.1 12.7 10.0 13.4 12.4 10.0 14.7 13.8 10.0
20代 15.1 15.2 10.0 13.4 14.2 10.0 14.4 15.9 10.0
30代 15.4 14.8 10.0 14.0 14.7 10.0 14.7 15.9 10.0
40代 15.3 12.8 10.0 13.7 12.7 10.0 14.7 13.9 10.0
50代 15.9 12.6 10.0 14.1 12.6 10.0 14.9 13.7 10.0
60代以上 14.2 10.7 10.0 12.5 10.6 10.0 13.7 12.0 10.0

(1) 飲食店 (2) 小売店 (3) ガソリンスタンド
性別・年齢
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表１２ セルフ方式に求める価格差（％） 

 
（注）OLS 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有意水準。 

 

 

表１３ 繁忙期・閑散期の代替に必要な価格差（％） 

 

 

 

  

女性 0.576 ** 0.271  0.692 **

0.288 0.284 0.313
年齢 -0.014  -0.022 ** -0.013  

0.010 0.009 0.010
世帯年収（対数） -0.119  -0.427 ** -0.719 ***

0.172 0.170 0.187
就労時間 0.002  0.036  0.131 ***

0.046 0.045 0.050
家事労働時間 0.015 * 0.013  0.014  

0.008 0.008 0.009
通勤時間 0.628 *** 0.432 ** 0.651 ***

0.207 0.204 0.225
定数項 15.366 *** 16.175 *** 17.805 ***

1.159 1.144 1.260

(1) 飲食店 (2) 小売店
(3) ガソリンスタ
ンド

平均値 SD 中央値 平均値 SD 中央値 平均値 SD 中央値
男女計 14.2 13.0 10.0 17.6 14.7 10.0 18.6 16.0 10.0
男性 13.9 13.0 10.0 17.6 15.0 10.0 18.6 16.3 10.0
女性 14.4 13.0 10.0 17.7 14.4 10.0 18.6 15.6 10.0
20代 14.2 14.5 10.0 16.3 14.4 10.0 17.2 16.0 10.0
30代 14.7 14.5 10.0 17.8 15.8 10.0 18.3 16.5 10.0
40代 14.6 13.6 10.0 18.0 15.4 10.0 18.8 16.5 10.0
50代 14.5 12.6 10.0 18.4 14.9 15.0 19.7 16.7 15.0
60代以上 13.5 11.3 10.0 17.5 13.6 10.0 18.6 15.0 15.0

性別・年齢
(1) 飲食店 (2) ホテル・旅館 (3) 航空運輸
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表１４ 繁忙期・閑散期の代替に必要な価格差（％）（OLS 推計） 

 

（注）OLS 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有意水準。 

 

 

表１５ 家計内／市場サービスのいずれが良いと思うか 

 

 

 

表１６ 家計内／市場サービスの選択 

 

（注）Ordered probit 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有意

水準。 

 

 

  

女性 0.763 *** 0.356  0.490  

0.293 0.332 0.362
年齢 -0.019 * 0.023 ** 0.036 ***

0.010 0.011 0.012
世帯年収（対数） -0.189  0.203  0.336  

0.175 0.199 0.216
就労時間 0.072  0.072  0.029  

0.047 0.053 0.058
家事労働時間 0.009  0.010  0.019 *

0.008 0.009 0.010
通勤時間 0.592 *** 0.780 *** 0.655 **

0.210 0.238 0.260
定数項 15.022 *** 14.175 *** 13.606 ***

1.177 1.337 1.456

(1) 飲食店 (2) ホテル・旅館 (3) 航空運輸

男女計 男性 女性
家族 15.0% 17.5% 12.5%
どちらとも言えない 48.4% 48.3% 48.6%
市場サービス 36.6% 34.3% 38.9%

20代 30代 40代 50代 60代以上
家族 19.0% 16.5% 14.7% 13.6% 13.5%
どちらとも言えない 47.2% 49.9% 51.7% 48.0% 46.4%
市場サービス 33.7% 33.6% 33.6% 38.4% 40.0%

女性 0.1585 ***

0.0226
年齢 0.0044 ***

0.0008
世帯年収（対数） 0.0239 *

0.0143
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表１７ 消費税率が 30％になった場合の家計内サービスへの代替の程度 

 

 

 

表１８ 消費税率が 30％になった場合の家計内サービスへの代替の程度 

 

（注）OLS 推計。上段は推計係数、下段は標準誤差。***, **, *は 1％, 5％, 10％の有意水準。 

 

 

(1) 平均値 (2) 標準偏差 (3) 中央値 (参考) 価格弾性値
外食 56.2% 34.5% 50.0% ▲2.76
クリーニング 55.8% 39.1% 60.0% ▲2.74
理容・美容 28.5% 33.5% 10.0% ▲1.40
保育 26.2% 35.4% 0.0% ▲1.29

女性 4.672 *** 8.367 *** 4.945 *** 3.904 ***

0.778 0.876 0.750 0.795
年齢 0.084 *** 0.079 *** 0.054 ** -0.126 ***

0.026 0.029 0.025 0.027
世帯年収（対数） -2.414 *** -3.863 *** -4.066 *** -1.515 ***

0.465 0.524 0.449 0.476
就労時間 0.059  0.035  0.561 *** 0.596 ***

0.124 0.139 0.119 0.127
家事労働時間 0.024  0.031  0.007  -0.025  

0.021 0.024 0.021 0.022
通勤時間 -0.516  -1.468 ** -1.509 *** -0.632  

0.558 0.629 0.538 0.571
定数項 64.038 *** 71.449 *** 46.795 *** 38.397 ***

3.128 3.525 3.018 3.200

(1) 外食 (2) クリーニング (3) 理容・美容 (4) 保育
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